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第２編 測量業務

第１章 測量業務積算基準（参考資料）

第１節 測量業務積算基準

１－１ 成果検定

１－１－１ 成果検定の対象

（１） 基本測量（全ての測量の基礎となる測量で，国土地理院が行うものをいう）

基本測量は全ての測量の基礎となるものであり，高精度を要し，かつ利用度の高いものであるので，

原則として全ての基本測量を成果検定の対象とする。

（２） 公共測量（地方整備局等が行う測量）

国土交通省公共測量作業規程で，精度を要すると規定されている測量，後続の測量の基準となる測量

（基盤地図情報に該当する測量成果等）及び成果の重要性を勘案して地図作成（修正・写真地図を含

む。)，空中写真撮影，航空レーザ測量，一定距離以上の縦断測量を成果検定対象の標準とする。

１） 基準点測量関係

① １級基準点測量

全てを検定の対象とする。

② ２級基準点測量

全てを検定の対象とする。

③ ３級基準点測量

下記3項目のうちのいずれかに該当する場合を検定の対象とする。

・永久標識及びそれに準ずる標識を設置する場合

・4級基準点測量の基準となる場合

・レベル500地図作成のための標定点測量の基準となる場合

④ ４級基準点測量

下記2項目のうちのいずれかに該当する場合を検定の対象とする。

・永久標識及びそれに準ずる標識を設置する場合

・レベル500～1000の地図作成のための標定点測量の基準となる場合

２） 水準測量関係

① １級水準測量

全てを検定の対象とする。

② ２級水準測量

全てを検定の対象とする。

③ ３級及び４級水準測量

下記2項目のうちのいずれかに該当する場合を検定の対象とする。

・永久標識及びそれに準ずる標識を設置する場合

・図化のための簡易水準測量の基準を与える幹線測量となる場合

３） 空中写真撮影関係

撮影面積にかかわらず検定の対象とし，撮影後速やかに検定を受けるものとする。

４） 数値地形図データ作成関係

現地測量・数値図化・既成図数値化・数値地形図修正・写真地図・航空レーザ測量で作成した数値

地形図データファイルについては，面積・縮尺にかかわらず検定の対象とする。なお，空中三角測量

については，その成果が最終となる場合は検定の対象とする。

５） 応用測量関係

路線測量・河川測量において実施される縦断測量で3kmを超えるものを検定の対象とする。

なお，縦断測量（仮ＢＭ設置測量・水準基標測量を含む）は，主に水準測量により行われているこ

とから，検定料金が示されていない場合は，該当する水準測量の検定料金を適用することが出来るも
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のとする。また，路線測量・河川測量において基盤地図情報に該当する測量成果等は検定の対象とす

る。

１－１－２ 成果検定機関との成果の受渡し

成果検定機関との成果の受渡しは，郵送等により行うことを標準とし，成果検定に要する旅費交通費

は計上しないものとする。

１－１－３ 成果検定料金

成果検定料金は，物価資料（「積算資料」，「建設物価」をいう）を参考にして計上する。なお，地

図作成等において，検定料金が地域条件等により区分されているものについては，その区分条件に応じ

た料金を使用する。

１－２ 標準歩掛上の率計上費目

標準歩掛における各費目の構成は表１－１－１によるものとし，原則として歩掛内の各費目の直接人

件費に対する割合として率計上する。

表１－１－１ 標準歩掛上の率計上費目

費 目 経費の内訳 摘 要

主要機械費 歩掛表に明示される機械等の損料，使用料

機械経費

雑器材費 上記以外の器械及び耐久性消耗品類の経費

主要材料費 歩掛表に明示される物品等の経費

材 料 費 雑 品 費 上記以外の消耗品類

処理薬品費 写真処理に関する経費

通信運搬費 電話代，切手代，宅配便等

通信運搬費等 補 償 費 伐木補償費，踏み荒らし料

雑 費 上記以外の費用

１－３ 全体計画及び現地踏査

路線測量及び河川測量の全体計画及び現地踏査は，単独の測量作業発注（たとえば中心線測量のみ）

の場合でも計上する。ただし，河川測量の現地踏査については，「複写」のみの場合は除く。

１－４ 打合せ協議

複数の測量業務を同時に発注する場合の打合せ協議は，主たる業務の歩掛を適用するものとし，それ

以外の業務については，必要に応じて中間の打合せ協議ができるものとする。

１－５ 地域差による変化率適用区分

地域差による変化率の適用区分は，表１－１－２を標準とする。
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表１－１－２ 地域差による変化率（標準例） 縮尺１／２５，０００

「国土地理院測量業務等積算資料より」

区 分 平 地 丘 陵 地 低 山 地 高 山 地

大

市

街

地

市

街

地

（甲）

市

街

地

（乙）

都

市

近

郊

耕

地

原

野

森

林
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１－６ 安全費の積算

安全費とは，当該測量業務を遂行するために安全対策上必要となる経費であり，現場状況により，以

下の（１）又は（２）により算定した額とする。なお，安全対策上必要となる経費とは，主に交通誘導

員，熊対策ハンター，ハブ対策監視員及びこれに伴う機材等に係わるものをいう。

（１） 交通誘導員等に係わる安全費を算出する業務は，主として現道上で連続的に行われ，且つ安全対策が

必要となる場合を対象とし，当該地域の安全費率を用いて次式により算出する。

（安全費）＝｛（直接測量費）－（往復経費）－（成果検定費）｝×（安全費率）

注）１．上式の直接測量費は，安全費を含まない費用である。

２．往復経費とは，宿泊を伴う場合で積算上の基地から滞在地までの旅行等に要する費用であ

る。

安全費率は表１－１－３を標準とする。

表１－１－３ 安全費率

地 域 市街地乙

大市街地 市街地甲 そ の 他

場 所 都市近郊

主として現道上 ４.０％ ３.５％ ３.０％ ２.５％

注）１．地域が複数となる場合は，地域毎の区間（距離）を重量とし，加重平均により率を算出す

る。

（２） （１）によりがたい場合及び熊対策ハンター，ハブ対策監視員及びこれに伴う機材等に係わる安全費

を算出する業務は，現場状況に応じて積上げ計算により算出する。
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第２章 測量業務標準歩掛（参考資料）

第１節 基準点測量

１－１ 基準点配点数の算出法

（１） １～３級基準点測量については，１－２基準点測量配点要領により算出する。

（２） ４級基準点測量については，１－２基準点測量配点要領及び１－３面状における基準点配点数の両方

を計算し，多い方を採用する。

（３） 上記の方法はあくまでも理論値であり，上記により難い場合は別途考慮する。

１－２ 基準点測量配点要領

１－２－１ 適用範囲

この配点要領は，国土交通省公共測量作業規程（以下作業規程という）第５編応用測量の路線測量及

び河川測量等の線状築造物の測量を実施するに先立って実施すべき基準点測量において，級別基準点の

設置数を算出するのに適用する。

１－２－２ 測量計画

（１） 測量計画区域付近の資料を収集する。

１） 地形図，国土基本図等の図面

２） 基本測量又は公共測量の基準点に関する情報収集

（国土地理院の本院又は各地方測量部等で提供を受ける。）

（２） 測量計画区域を地形図等に表示する。

（３） 既知点を基準点配点図から地形図等に確認表示する。

（４） 既知点の異常の有無については地形図等にその旨表示する。

１－２－３ 新設基準点の配点計画

測量計画区域の新設基準点の設置数を求めるには，作業規程第２編基準点測量に基づいて，経験的な

基準点数を算出し配点計画を行うものとする。

標準的な配点割合は表２－１－１に示す。

１－２－４ 測量計画区域内の新設基準点数

測量計画区域の延長に対し，作業規程第２１条及び同運用基準のとおり新点間の基準距離に応じて新

設基準点を求めるが，測量計画区域内に既知点がある場合は，必要な新設基準点数より減じるものとす

る。

１－２－５ 測量計画区域外の新設基準点数

測量計画区域の規模により，新点間の基準距離や視通状況等からやむを得ず測量区域外に必要となる

場合，又はその方が効率的である場合は，新設基準点を算定する。

１－２－６ 配点計画上の留意点

１，２級基準点の配点位置は，路線の端部付近に計画するものとする。なお，測量計画区域内に配点

が出来ない場合でも新設基準点数は２点を標準とする。



参2-2-2

表２－１－１ 線状構造物延長１ｋｍ当たりの基準点の配点割合

１km当り新設基準点数

基準点名 新点間距離(ｍ) １km当たりの算定式

路線測量 河川測量

１級基準点 1,000 1,000÷1,000 １ １

1,000÷ 500－（１級基準

２級基準点 500 点数） １ １

1,000÷ 200－（１，２級

３級基準点 200 基準点数） ３ ３

1,000÷ 50－（１，２，３

４級基準点 50 級基準点数） １５

注）１．算定式の端数は，切り上げて整数とする。

２．河川測量は片岸を測量する場合である。両岸を測量する場合は，表２－１－１の２倍と

する。

１－３ 面状における基準点配点数

既知点の種類，既知点間の標準距離，新点間の標準距離及び測量計画区域面積当たりの標準配点数は，

次表のとおりとする。

表２－１－２ 測量計画区域面積当たりの標準配点数

既知点間の 新点間の
区 分 既知点の種類 標準距離 標準距離 測量計画区域面積当たり

（ｍ） （ｍ） の標準配点数

一～四等三角点
１級基準点測量 Ａ÷８７．０4,000 1,000

１級基準点

～四等三角点 Ａ÷２２．０一
2,000 500２級基準点測量

１～２級基準点 －（１級基準点数）

～四等三角点 Ａ÷３．５一
1,500 200３級基準点測量

１～２級基準点 －（１，２級基準点数）

～四等三角点 Ａ÷０．２一
500 50４級基準点測量

１～３級基準点 －（１，２，３級基準点数）

注）１．Ａは測量計画区域面積（ha単位とする）

２．計算結果は小数点以下切り上げとする。
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第２節 路線測量
２―１ 路線測量
（１） 路線測量を行う場合，既知点から既知点間の基準点測量を実施し，路線測量に必要な新点（始点・終

点等）を設置するものとする。

（２） 路線測量における積算計上距離は，路線（測点）延長とする。

（３） 伐採歩掛は伐採した中心線延長分を計上するものとする。

また，伐採幅については，測定が可能になる範囲とする。

（４） 用地幅杭設置測量の取付部について，取付道路が独自に中心線を持ち，その中心線を基に幅杭設置す

るものは，その延長を本線に加算するものとする。

ただし，取付延長が短い等により，本線中心線を基に幅杭設置するものは，本線に含むものとし，別

途加算しないものとする。

２－２ 変化率

（１） 横断測量の変化率の算定において「横断測量の測量幅及び測点間隔による変化率」に示す値の間にな

る場合は，直近の変化率を採用する。

（２） 曲線数による変化率の算定は，標準歩掛「曲線数による変化率参考図」による曲線数で算定する。

・曲線数による変化率の算定例

測線延長2.3kmで，単曲線（R1.R2）が２箇所及び凸型のクロソイド曲線（A1.A2）が２箇所の場合

（１km当たり換算単曲線数）＝（換算単曲線数）÷（測線延長）

＝｛（単曲線数）＋（クロソイド曲線数）×２｝÷（測線延長）

＝（２＋２×２）÷２.３

＝２.６≒３（箇所）

∴変化率表より変化率は「＋０.０」となる。
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第３節 深浅測量

３－１ 深浅測量の取扱い

（１） 河川深浅測量の平均水面幅と設計数量の計上

・１工区内の水深区分ごとの平均水面幅ごとに測線数を計上する。
・変化率は１工区内の水深区分ごとの平均水面幅で適用することを原則とする。
・１工区とは，一連の作業区域をいう。
・音響測深機の計上

音響測深機は，最大水深が３ｍを超える場合に計上する。

（２） 歩掛の適用と平均水面幅のとり方

平均水面幅のとり方 [最大水深] 測量区間 終点
河川定期横断測量は○を平均 ○ １ｍ未満 No.24
河川深浅測量（音響測深機未使用）
は●を平均 ○ １ｍ未満 No.23
河川深浅測量（音響測深機を含む）
は▲を平均 ○ １ｍ未満 No.22

● １ｍ以上～３ｍ以下 No.21

● １ｍ以上～３ｍ以下 No.20

● １ｍ以上～３ｍ以下 No.19

● １ｍ以上～３ｍ以下 No.18

▲ ３ｍ超 No.17

● １ｍ以上～３ｍ以下 No.16

● １ｍ以上～３ｍ以下 No.15

▲ ３ｍ超 No.14

● １ｍ以上～３ｍ以下 No.13

● １ｍ以上～３ｍ以下 No.12

● １ｍ以上～３ｍ以下 No.11

▲ ３ｍ超 No.10

▲ ３ｍ超 No．9

● １ｍ以上～３ｍ以下 No．8

● １ｍ以上～３ｍ以下 No．7

▲ ３ｍ超 No．6

▲ ３ｍ超 No．5

▲ ３ｍ超 No．4

▲ ３ｍ超 No．3

▲ ３ｍ超 No．2

▲ ３ｍ超 No．1
測量区間 始点
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第４節 用地測量
４－１ 用地測量業務フローチャート

作業内容

① 作 業 計 画 ①作業内容の確認，作業計画書作成，必
要資料等の収集，資料検討，機材準備

② 打 合 せ 協 議
②発注機関との打合せ協議（中間打合せ

③ 現 地 踏 査 については基準書によるものとする）

③現地の状況把握，範囲の確認等
④ 公図等の転写

④閲覧申請書作成，転写，着色，補足事
連続図作成の必要 項転記，分割転写図合成，製図（トレ
があるか YES ース図）転写作業者名等の記載

⑤ 転写連続図作成 ⑤編集,土地取得予定線・図葉界の記入,
製図(トレース)，作成作業者名記入

建物があるか ⑥閲覧交付申請書作成，登記事項証明書
⑥ 土地の登記記録調査 YES または登記簿謄本交付申請・受領，土

地調査表作成
⑧ ⑦ 建物の登記記録調査

地積測量図転写 ⑦閲覧交付申請書作成，登記事項証明書
または登記簿謄本交付申請・受領，建

⑨ 権利者確認調査(当初調査) 物調査表(一覧)・建物の登記記録等調
査表(個人)作成

⑩ 権利者確認調査(追跡調査) ⑧閲覧申請書作成，転写

⑨交付申請書作成，法人登記簿謄本交付
⑪ 復 元 測 量 申請・受領，権利者調査表作成，連絡

(立会依頼書作成） 先調査

⑩交付申請書作成,相続関係説明図作成,
権利者調査表作成，連絡先調査

⑫ 境 界 確 認 ⑬ 土地境界立会確認書作成
⑪資料調査(明示確定図,地積測量図等),

現地踏査(境界点・基準点・引照点
☆（必要に応じて基準点測量を行う） 等観測)，変換計算，逆打計算，復元

杭設置

⑭ 補 助 基 準 点 の 設 置 ⑫資料作成,立会日時・作業手順の検討,
立会依頼書・立会人名簿作成，立会,
境界杭設置

⑮ 境界測量（ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ）
⑬土地境界立会確認書作成，権利者・隣

接者の署名・押印
⑯ 境 界 点 間 測 量

☆別途計上する。

⑰ 用地境界仮杭設置 ⑱ 用地現況測量(建物等) ⑭既存基準点の成果表借用,基準点検測,
踏査・選点，観測，杭設置，計算，
基準点網図，成果表作成

⑲ 面積計算（ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ）
⑮観測，計算，計算簿・境界点網図作成

⑳ 用 地 実 測 図 原 図 作 成 ⑯観測，座標値からの距離計算，較差に
よる判定

用 地 平 面 図 作 成 ⑰交点計算，用地境界仮杭設置21

⑱細部測量，編集済データの作成

土 地 調 書 作 成 ⑲座標法または数値三斜法による面積計22

算，土地調査表への記入

※ 成 果 品 提 出 ⑳データ入力，細部編集，図化

データ入力，図化21

土地調書の作成22

※成果品を提出する。(参考:４－３成果
品一覧表)
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備考．建物の登記記録調査でその戸数に含まれる建物の定義について

一画の敷地内において一所有者が所有する建物を一戸とする。

この場合，建物の登記記録において複数棟になっていても一戸とみなす。

４－２ 単独発注する場合の業務フローチャート

（１） 復元測量

境界確認において，境界を確定するうえで法務局において提出済の地積測量図他参考資料による境界

杭の復元。

作 業 計 画

打 合 せ 協 議 （中間打合せについては，別途，必要回数を計上
するものとする。）

復 元 測 量

用地測量範囲

復元測量の範囲
（筆面積）

（２） 用地境界杭設置

用地管理のために用地幅杭または用地境界仮杭をコンクリート製の用地境界杭にする場合に適用する。

作 業 計 画

打 合 せ 協 議 （中間打合せについては，別途，必要回数を計上
するものとする。）

（必要な場合は基準点測量又は補助基準点の設置を行う）

用地境界杭設置

境界点間測量
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４－３ 成果品一覧表

業 務 区 分 成 果 品 の 名 称 備 考

公 図 等 転 写 公図等転写図 不動産登記法14条第1項地図
法務局備え付け地図

公図等転写連続図作成 公図等転写連続図 位置関係を整合させた連続地図

土地の登記記録調査 土地調査表

建物の登記記録調査 建物調査表（一覧）
建物の登記記録等調査表

権 利 者 確 認 調 査 権利者調査表
（ 当 初 調 査 ） 戸籍簿等調査表 戸籍簿等謄本又は抄本を添付する

法人登記簿又は商業登記簿等調査表 登記簿謄本又は抄本を添付する

権 利 者 確 認 調 査 権利者調査表
（ 追 跡 調 査 ） 戸籍簿等調査表 戸籍簿謄本又は抄本を添付する

相続関係説明図

境 界 確 認 立会人名簿
立会依頼通知書

土地境界立会確認書作成 土地境界立会確認書

補 助 基 準 点 の 設 置 基準点成果表
基準点網図
観測手簿
計算簿
基準点精度管理表
点の記

境 界 測 量 基準点一覧表（使用部分）
境界測量観測手簿

境 界 点 間 測 量 境界測量精度管理表

用 地 境 界 仮 杭 設 置 杭設置箇所表示図

用地実測図原図作成 用地実測図原図 ポリエステルフィルム
用地実測図原図精度管理表
用地平面図 ポリエステルフィルム
用地平面図精度管理表

面 積 計 算 面積計算書

土 地 調 書 作 成 土地調書

復 元 測 量 復元箇所位置図 写真含む
復元箇所座標又は観測手簿

用 地 境 界 杭 設 置 設置位置図 写真含む
設置位置座標 用地境界杭一覧表

備考．本表は，標準的な成果品一覧表であり，適用に当たっては，各発注機関が定める仕様書によ

るものとする。
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４－４ 公共用地境界確定協議業務フローチャート

この業務は，里道，水路等の管理者との境界確定協議を作成する必要がある場合のみ適用する。

用地測量と同時発注とする。

作業内容
打 合 せ 協 議 打合せ協議

①公共用地管理者との打合せ資料作成，
公共用地管理者との打合せ（工程，申

資 料 調 査 現地踏査 請書式，提出書類の確認）

公図等の転写 ②細部測量，編集済データの作成，デー
タ入力，図化

土地の登記記録調査
③横断測量必要箇所検討，横断測量，現

権利者確認調査 況実測図との調整，図化

④公共用地境界確定協議依頼書作成，現
況実測平面図・横断図に必要事項記入，
添付図書作成

① 公共用地管理者との打合せ
⑤公共用地境界協議確定書・図作成，土

地境界確認説明記録簿作成，土地所有
者等への説明，署名・押印，確定書提

② 現 況 実 測 平 面 図 作 成 出・受領

※成果品を提出する。(参考:４－５成果
品一覧表)

③ 横 断 面 図 作 成

④ 依 頼 書 作 成

境界確認

補助基準点の設置

境界測量

境界点間測量

面積計算

用地実測図原図作成

⑤ 協 議 書 作 成

※ 成 果 品 提 出

備考． については用地測量と重複する部分である。



参2-2-9

４－５ 成果品一覧表（公共用地境界確定協議）

業 務 区 分 成 果 品 の 名 称 備 考

現況実測平面図作成 現況実測平面図

横 断 図 作 成 横断図

依 頼 書 作 成 公共用地境界確定協議依頼書
転写図
地図の連続図
土地の登記記録
位置図

協 議 書 作 成 公共用地境界確定書

そ の 他 土地境界確認説明記録簿

備考．本表は，標準的 成果品一覧表であり，適用に当たっては，各発注機関が定める仕様な

書によるものとする。


